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研究成果の概要（和文）：　本研究では，小学校入学に伴う適応に関わる要因を明らかにすることを目的として，２つ
の研究を行った。研究１では，児童個人に適応に必要とされるスキルを獲得させるSSTを実施し，集団活動への適応が
促進されるかを検討した。その結果，スキルの獲得は確認されたが，集団活動でそのスキルが発揮されるにまでは至ら
なかった。次に研究２では，幼稚園・小学校で支援の対象となる問題行動，問題行動が起こる状況，問題行動の機能，
問題行動への対応について調べ，幼稚園と小学校での違いを検討した。その結果，問題行動の特徴は幼稚園と小学校で
共通していたが，それに関わる環境要因には違いが見られた。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this research was to examine factors which effect school 
adjustment for first-grade students, and two studies were conducted. In study 1, SST was implemented for 
first-graders with developmental dissabilities, and I investigated thier skill acquisition and its effect 
to promote participation in group activities. The result demonstrated that students' social skills were 
improved, however there were little change in participation in activities. In study 2, both in preschool 
and elementary school, I examined types of problem behaviors, antecedents of problem behaviors, functions 
of problem behaviors, and how they were mannaged. I found that types of problem behaviors resembled, but 
environmental factors related to problem behaviors such as antecedents and the way they were managed 
differed in between preschool and elementary school.

研究分野：応用行動分析

キーワード： 小１プロブレム　学校適応　ソーシャルスキル　ＳＳＴ　特別支援教育　行動アセスメント
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 「小１プロブレム」とは、小学校入学後の
1年生児童に見られる「集団行動ができない、
授業中に席に座っていられない、話を聞かな
い」等の問題となる行動の結果、学級運営や
授業の進行がひどく妨げられる状態のこと
を言う。 
 小学校入学後の学校不適応や小１プロブ
レムについての論説や意識調査では、問題の
原因として「耐性が身についていない」「基
本的な生活習慣が身についていない」といっ
た子ども個人の行動特徴や、家庭のしつけな
ど子ども個人の背景を挙げる場合が多い。し
かし、小１プロブレムの実態やそれに関わる
要因についての実証的な研究は、国内ではほ
とんど見当たらない。小１プロブレムの実態
について検討した数少ない研究として、森
岡・岩元（2011）は入学前後の子どもの情緒・
行動の特徴およびレジリエンスと、小学校入
学後の学校適応との関連を検討した。その結
果、入学後の 4月にはストレスが原因と思わ
れる身体的反応が増加することや、レジリエ
ンスの中でも「ソーシャルスキルの柔軟な利
用」は入学後の学校適応と関連していること
が明らかになった。また高橋・岡田・星野・
安梅（2008）は、就学前児の社会的スキルの
得点が１～2年後の内在化問題、外在化問題、
自閉傾向と負の相関関係にあることを示し
た。さらに、社会的スキルと学校適応との関
係性は、海外の大規模な縦断研究においても
検討されており、例えば Ladd, Birch, & 
Buhs (1999)は、小学校入学前に反社会的行
動が少なく、向社会的行動が多く見られる子
どもは、入学後に友人や教師との関係がよく、
その後の学級活動への参加や学業達成が高
いことが示されている。 
 海外での学校適応研究では 1990 年代以降、
社会的スキルのような子どもの行動特徴、つ
まり個人要因が子どものその後の学校適応
を予測するという考え方（main effects 
models）から、個人要因と環境要因の相互作
用が学校適応を決定づけているという考え
方（child by environmental models）へと動
向が移ってきた。しかし、日本での就学時の
適応に関連する研究や意識調査では、適応し
やすい、あるいはしにくい個人を特定するた
めの要因を明らかにすることに主眼が置か
れており、環境要因についての十分な検討は
されていないのが現状である。大対・大竹・
松見（2007）は、個人要因と環境要因の相互
作用から学校適応をとらえる理論的基盤と
なるモデル、「学校適応アセスメントのため
の三水準モデル」を考案した（Fig. 1）。この
モデルでは、学校適応を個人の行動特徴（水
準１）、個人と環境との相互作用（水準２）、
主観的適応感（水準３）という３つの水準か
らアセスメントを行うことを推奨しており、
特にこれまであまり中心的には検討されて
こなかった環境要因にも注目してアセスメ
ントを行う点が特徴である。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．研究の目的 
研究の計画時，本研究では小学校の入学に
伴う適応状態またその適応に関わる環境要
因をアセスメントするためのチェックリス
トを作成し，その信頼性・妥当性を確認する
ことを目的としていた。しかしながら，研究
を進めていく上でのフィールドの開拓に予
想以上に時間がかかったことと，また研究を
実施する現場との調整の中で，研究の方向性
について若干の変更を余儀なくされた。 
そこで，研究の着眼点は変えない程度に，
研究目的を改めて以下のように設定するこ
ととした。 
（１） 就学時に不適応を起こすリスクの
高い小学校 1年生児童を対象に，個人のレデ
ィネスやコンピテンスを高めることを目的
とした介入を実施し，その結果として集団適
応がどのように促進されるか，またそのよう
な介入の限界点は何かを検討すること。 
（２） 幼稚園や小学校で集団適応に困難
を示している幼児・児童についての支援活動
の報告から，就学前後に見られる問題行動の
特徴と，そこに関わる環境要因を明かにし，
更に就学前（幼稚園）と就学後（小学校）で
問題行動の内容や関わる環境要因にどのよ
うな違いが見られるかを検討すること。 
 以上の２つの目的を達成するために，２つ
の研究を実施した。以下に，その概要を報告
する。 
 
３．研究の方法 
（１）研究１ 
研究１では，Fig. 1の水準１に相当する，
個人の行動特徴へのアプローチとして SST
を実施し，個人がソーシャルスキルを獲得す
ることで，集団活動への適応がどの程度促進
されるのかを検討することが目的であった。 
① 対象児 研究１は社会福祉法人「希望の
家」の中の一事業としてある放課後等デイサ
ービス事業「きぼうっこ」にて実施された。
この施設に通う児童は全て，発達障害の診断，

Fig. 1. 学校適応アセスメントのための三水準モデル 



あるいは医師よりその疑いがあるとされた
者であった。施設に通っている小学 1年生 14
名に対し，保護者にソーシャルスキルの評定
を行ってもらった結果，14名の中でも各スキ
ル領域の得点が目立って低い児童 2名が研究
１の対象児として選出された（Table 1 の
Child Aと Child C）。また，評定のスコア自
体はそれほど低い値ではなかったが，施設ス
タッフによって「気になる児童」として Child 
Bが対象児に加えられた。 
対象児 3名のプロフィールをよびそれぞれ
のスキル領域のスコアについては，Table 1
に示した通りである。 
  

② 方法 SST のセッションは 2 週間に 1
回の頻度で実施された。各セッションは約 1
時間で，はじまりのあいさつ，ミニゲーム，
今日のスキルの紹介，モデリング，行動リハ
ーサル（アクティビティ２つ），休憩，まと
めという構成であった。セッションには対象
児の 3名以外にも，同施設を利用する児童が
数名一緒に参加していた。 
 Table 2 は各セッションの実施日および，
標的スキルを示している。研究１では，特に
この中でも「聞くスキル（good listening）」
に着目し，「聞くスキル」の獲得によって集
団活動への適応がどの程度高まったかを検
討した。全ての SSTセッションとその他のプ
ログラムでの対象児の様子は，ビデオテープ
にて録画・記録した。 

 
③ 指標 SST によりスキルを獲得したかを
確認するために，親評定のソーシャルスキル
尺度の得点，および「聞くスキル」の行動指
標について検討した。また，集団活動への適
応が高まったかどうかを指示に対する従事
の行動指標から検討した。 
 親評定のソーシャルスキル尺度得点：ソー
シャルスキル尺度（小学生版）（上野・岡田, 
2006）を用いて，「集団参加」「セルフコント

ロール」「仲間関係」「コミュニケーション」
の４つの下位尺度について，「０＝あてはま
らない」～「３＝あてはまる」の 4件法で評
定してもらった。評定の素点は換算表に基づ
いて評価点に換算された。 
「聞くスキル」についての行動指標：SST
の結果として「聞くスキル」が獲得されたか
を検討するために，トレーニングセッション
の前（pre）と後（post）に 3 分間のビデオ
による観察を実施した。「聞くスキル」は，「手
を膝の上に置く」「おしりをつけて座る」「足
を閉じる」「話している人を見る」の４つの
反応から構成されていると定義し，それぞれ
の反応項目ができているかどうかを 10 秒イ
ンターバルで記録した。 
 指示に対する従事についての行動指標：指
示従事を集団活動への適応の指標とした。指
示従事の定義は，指示が出されてから 10 秒
以内に指示された反応をすることとし，ビデ
オデータをもとに観察を行った。また，観察
による評定は「指示に従事できた」「プロン
プトありでできた」「できなかった」の 3 段
階で記録をした。 
④ 結果  
親評定のソーシャルスキル尺度得点：Fig. 

2に示したのは，Child A，Child B，Child C
それぞれの SST 前後における親評定のソー
シャルスキル尺度の下位尺度ごとの得点で



ある。特に，SSTでターゲットにしていたコ
ミュニケーションの項目については，対象児
3名ともに得点の大きな上昇が確認された。 
「聞くスキル」についての行動指標：Fig. 3
に，各対象児について SST実施前後における
「聞くスキル」が見られた割合を示した。
Child Aと Child Bは SST実施後に「聞くス
キル」の増加が見られたが，Child Cについ
ては「聞くスキル」の生起頻度が減少してい
た。 

 
集団活動への適応の指標としての指示従
事：Fig. 4はそれぞれの対象児が施設スタッ
フの指示に従えた割合について，時系列での

変化を示したものである。「聞くスキル」の
セッションを 5 月 30 日に実施したため
（Table 2参照），その直前のデータをベース
ライン（BL とする）とし，6 月 6 日以降を
SST 実施後のデータ（INT とする）とした。
指示への従事については，どの対象児もその
日の活動内容や状況の影響が大きく，日によ
る大きな変動が見られた。また，BL と INT
の比較から，指示従事ができた割合に大きな
変化は見られなかった。さらに，プロンプト
があると指示従事が高まることが示された。 
⑤ 考察 以上の結果より，SST にはスキル
を行動レパートリーとして形成する効果は
ある程度認められたが，スキルを獲得したか
らといって，集団活動の適応に直結するわけ
ではないことが示された。プロンプトによっ
て指示従事が高まったことからも，獲得され
たスキルが発揮されるためには，スキルを実
行するその場面において直接的なサポート
や環境調整が必要であると考えられる。 
（２） 研究２ 
研究１の結果より，学校不適応を起こしや
すいハイリスクの児童にとって，問題行動に
関わる環境要因を明らかにすることは重要
であると考えられる。しかし，環境要因につ
いてのアセスメントを行った研究はほとん
どみられない。そこで，研究２では，研究代
表者の指導学生がボランティアで支援を行
っている幼稚園，および小学校での支援活動
の記録から，幼稚園や小学校でどのような問
題行動が支援対象となり，問題行動がどうい
う状況で起こりやすいのか，また問題行動に
対してどのような対応を取ることが多いの
かを検討すること，さらにその結果を幼稚園
と小学校で比較し，どのような特徴の違いが
見られるかを検討することを目的とした。 
① 対象児 Ｈ市の公立幼稚園 2 園の年中か
ら年長までの幼児，および公立小学校 1校の
1～2年生児童を対象とした。ただし，特定の
幼児・児童を対象としたものではなく，研究
代表者の指導学生が支援を行った複数の幼
児・児童の記録について，分析を行った。 
 支援者 支援者は研究代表者の研究室に
所属する大学 3～4 年生であり，心理学を専
攻する 17 名の学生であった。それぞれの学
校園に数名ずつ入り，学級内で集団活動への
適応が難しい子どもや，問題行動，学習困難
を示す子どもへの支援を行った。 
② 方法 支援者は週 1 回半日支援活動を行
い，その日の支援内容について研究代表者に
報告することになっていた。支援レポートは，
①対象児の問題行動，②問題行動が起こった
状況やきっかけ，③問題行動に後続する結果，
④問題行動に対して行った対応の4点につい
て具体的に記述し報告させた。この①～④の
報告内容をもとに，いくつかのカテゴリーに
分類し，整理した。また，幼稚園と小学校で
は①～④に異なる特徴が見られるのかにつ
いても，比較検討を行った。コード化の一致
率は 80.2～94.4％であった。 



③ 結果  
問題行動  
支援の対象となった問題行動を KJ 法によ
り分類した結果，「逸脱」「不適切」「不注意」
「攻撃」「離席」「不服従」「情動的反応」「該
当なし」の８つのコードになった。この８つ
のコードを用いて 2名の評定者によってコー
ド化を行い，それぞれの問題行動の生起率を
求め，小学校と幼稚園で比較したものが Fig. 
5である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 幼稚園と小学校の両方において，集団活動
からの逸脱や課題への取り組み方が不適切
な行動が問題として挙げられることが多か
った。また次いで，いるべき場所から離れて
しまう離席も多く見られた。幼稚園と小学校
では，問題行動の分布については非常に似て
おり，同じような問題行動に対して支援を行
っていることが分かった。 
問題行動が起こった状況やきっかけ  
問題行動が起こった状況やきっかけにつ
いて KJ 法で分類をしたところ，「個人活動」
「集団活動」「移動」「指示・依頼」「用意・
準備」「自由・遊び」「聞く・待機場面」「活
動の切り替わり」「周囲からの働きかけ」「環
境に存在する刺激」「該当なし」の 11コード
になった。この 11 のコードを用いて 2 名の
評定者によってコード化を行い，幼稚園と小
学校で比較した結果が Fig. 6.である。 
幼稚園・小学校の両方において，個人ある
いは集団で何らかの課題や活動を行ってい
る時に問題行動が起こりやすいということ
が分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

特に，小学校では課題を与えられたり，活
動の枠組みが決まっているものが多くなる
ためか，このような状況で問題行動が起こる
割合は幼稚園よりも多くなっていた。一方で，
幼稚園では，小学校よりも自由遊びの時間や
聞く場面，待機する場面で問題行動が多く見
られることが示された。自由遊び場面につい
ては，全体的に自由遊びの時間が小学校より
も多いためということも考えられる。聞く・
待機場面については，発達段階的に持続的に
注意を集中させて聞くことや，何もせずに待
つということが難しい年齢であることから，
このような場面で問題行動が起こりやすい
のかもしれない。 
問題行動の機能  
問題行動とそれに後続する結果の情報を
もとに，問題行動がどのような機能で生起し
ているのかを推定した。機能については，オ
ニール他（2003）を参考に「獲得」「回避」
「スキル不足」「該当なし」の４つのコード
を設け，2 名の評定者によってコード化を行
った。問題行動の機能について，幼稚園と小
学校で比較する形で示したものがFig. 7であ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 幼稚園と小学校の両方において，回避の機
能で起こってくる問題行動が圧倒的に多い
ことが分かる。次に多いのが，獲得機能であ
り，担任教師や友達からの注意を引くために
問題行動が起こる場合がこれにあたる。スキ
ル不足は小学校において若干多い傾向が見
られ，経験不足などがあると問題行動が起こ
りやすいことが分かる。全体的な分布につい
ては，幼稚園と小学校で共通していた。 
問題行動への対応  
問題行動に対して支援者が行った対応を

KJ 法で分類し，「ポジティブ反応」「肯定的
指示」「否定的指示」「プロンプト」「環境調
整」「非言語的教示」「共感的反応」「無反応」
「随行」「声かけ」「該当なし」の 11 のコー
ドを得た。2 名の評定者によって，対応のコ
ード化を行い，幼稚園と小学校での対応の比
較したものが Fig. 8である。 
幼稚園と小学校で，対応の特徴に違いが見
られた。特に，褒めるなどのポジティブな反
応や，やるべきことを「～しようね」と示す
肯定的指示，ヒントを与えるなどのプロンプ

Fig. 5. 支援の対象となった問題行動 

Fig. 6 問題行動のきっかけとなった状況・場面 

Fig. 7. 推定された問題行動の機能 



トは幼稚園でより多く見られた。一方で，注
意を課題に引き戻すための声かけや，一緒に 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
課題を行う随行，様子を見るなどの無反応は
小学校でより多く見られた。 
④考察 以上の結果より，幼稚園と小学校で
は，支援の対象となる問題行動の種類につい
ては大きな違いは見られず，いずれも集団活
動から逸脱してしまったり，やるべき課題に
適切に取り組めていない行動に対して支援
を行うことが多いことが分かった。 
問題行動が起こりやすい状況については，
小学校では課題や活動を行っている場面，幼
稚園では聞く・待機するなどじっとしていな
ければいけない場面や自由遊びの場面に多
いことが特徴としてみられ，問題行動が起こ
りやすい場面・状況が就学に伴い変化するこ
とが見られた。 
機能については圧倒的に「回避」が多かっ
た。問題行動に対する対応は，起こってから
の事後対応になる場合が教育現場では非常
に多いが，ここからも分かるように課題呈示
をする際にいかに苦手意識を持たせないよ
うにするか，活動に「やってみたい」「参加
したい」と思わせる工夫をいかに入れるかで，
問題行動を未然に防ぐ対応が可能である。 
支援者が行っている対応についても，就学
に伴いポジティブな声かけや褒めるという
対応が少なくなる傾向が見てとれる。そこか
ら推定されることは，幼稚園では褒めてもら
えたことでも，小学校に上がると褒めてもら
えないという事態が生じることである。特に
発達障害を持ったハイリスクの児童にとっ
ては一層褒められる機会が少なくなる可能
性がある。このような児童がうまく適応でき
るかは，児童本人のスキルの問題よりも，担
任教員がいかにその児童個人の成長を認め，
丁寧に声をかけ褒めていくかという，まさに
環境要因の問題であると言える。 
 
４．研究の成果 
 研究代表者が実施した2つの研究から見え
てきたことは，小学校就学に伴う学校への適
応には，環境要因の果たす役割が大きいとい
うことである。今後課題となるのは，その環
境要因を実際にどう操作することで，就学に

伴う適応へのサポートとなり得るのかを明
らかにし，環境要因の調整という観点から子
どもたちの学校適応を支援する方法を検討
していくことである。 
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Fig. 8. 問題行動への支援者の対応 


